
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 4(2022)年度 事 業 報 告 書

生豊撻墾墜週墜△__旦壺型壁塵墜里!璽塗全

1 事業の成果
令和 4年度は、事務所と区民集会所を主な活動場所とし、各事業を展開した。例会その他の交流方法

による当事者間の相互扶助活動事業を地方へと展開した。また、双極性障がいの正しい理解と知識をよ

り普及させることを目的とした会誌の発行などを行った。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 1214 】千円)
疋款 に記載
された
事業名

事業内容 場所
従事者
人数

支盃
対象者
範囲

支盃
対象者
人数

事業費
(千円)

双極性障がい
についての啓
発教育事業

当会の活動について広く
市民に知っていただくこ
と及び双極性障がいに関
連 した啓発教育として学
術講演及び分科会を実施
した。

令和 5年

3月 15日

神戸市

中 央 区文

化 セ ン タ
5人

会員及び

双極性障

がいに関

心のある

一般市民

20人 38

双
当
る
製ヒ
Яモ

極性障がい
事者に対す
相互扶助事

双極性障がい当事者等の
交流の場となる例会 (集
い)をコロナウイルスの状
況を鑑みながらオンライ
ン (zoom)をメインに開催
lシ
話し答いの内容は体験談、
情報交換等

月 1回

品川区

大 井 第 二

区 民 集 会

所

お よび オ

ンライン

10人

会員及び

双極性障

がいに関

心のある

一般市民

200人 0

双極性障
当事者に
る相互扶
動

力`い
対す
助活

都
参
に
増
も
し
費
て

に
者
を
に

いる。

毎月から

隔月

(各地方

△ ¬ フ  ト
コ:て   い‐―  J、

る)

岩手県、

宮城県、

新潟県、

埼玉県、

神奈川県、

静岡県、

愛知県、

富山県、

二重県、

20人

会員及び

双極性障

がいに関

心のある

一般市民

400人 54

同時



京都府、

大阪府、

兵庫県、

広島県、

香川県、

福岡県

会報および出

羹
物の発行事

疋期的 に会誌 (月 刊蕎 )を
発行した。
掲載内容 :主催事業のお知
らせ、双極性障がいに役立
つ薬の Q&A、 連載コラム、

重
者欄、集い。地方会の報

毎月

月 1回発

行

事務所他 20人 会員
お よ そ
600人 517

双極性障がい
についての啓
発教育事業、
双極性障がい
当事者に対す
る相互扶助事
業

ボランティアの相談員 (臨
床心理士、公認心理師、産
業カウンセラー、当会認定
のビアカウンセラー等)が
病気の特徴、家族としての
対応、就労支援、社会資源
の活用方法とうについて
電話で相談を受けた。

月 10回

程度
事務所他

10人

会員及び

双極性障

がいに関

心のある

一般市民

お よ そ
1∞0人 604

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)
定款
さ
載記
た
に
れ
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)

該当なし



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和 4(2022)年度 活動計算書
事 業 報 告 用

日

単位 ]
令   箱

112,000
2.233.000

117,000
286,637

0

0

140.000

附金
ン

例会 (集い)事業収益
事業収益

44
13,981
219

1.214.133

給料手当
退職給付費用
法定福利厚生費

会場費
地代家賃
光熱水費
通信運搬費
旅費交通費
事業経費
備品費
事務用品費
会議費
補助金
支払手数料
際費

役員報酬
給料手当
退職金
退職給付費用

会場費
地代家賃
光熱水費
通信運搬費
旅費交通費
事業経費
事務用品費
消耗品費
会議費
備品費
諸会費
支払手数料
福利厚生費
修繕費

0

432,000
34,505
352,276
0

131,528
0

192,466

1.165.502

当 期 経 常 増 減 額 A

②当 期 経 常 外 増 滅 1 C 一 【D:

0
17.895,115

日

、】  ヨF  ロロ
'  1:■
  i口 [

受取書質
正会員受取会費
替助全目導�全春

2

3 受取助 属載 琴

=臓
綸 肋全

4

その他の収憂
受取利息
雑収益
法帝福利厘4着凝付杏

5

1:ワ  1本  =+ 7 90フ

】 緊 宮 薔 用

層  日  訃 2_3′ 3_

・
  
・
  ・ (1)

林.1■  春  ■+
用】 経 常 外 薔

法人税、住民税及び事業税  ・・・④
前朝繰裁T咲財産箱  ・・・⑤
鐘 鍾 T臓 |け 産 頭 rnヽ -0+rgヽ 18 418_



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 4(2022)年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人日本双極性障害団体連合会

単位 :円
命   編 小計 ・ 合計

現金
預貯金
前払費用
未収入金

3

83,359
18,338,902
4,100
40,000

18_466_361

【A】 資 産 合 計 ①+② 18,466,361

1

前受会費

長期借入金
退職給付引当金

48,000
48.000

0

0

0
48,000

17,895,115
523.246

18_418_361

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 18,466,361

秘 日



16 28

令和4(2022)年度  計算書類の注記

特定非営利 人日本双極性障害団 △ ノゝ
口
=

1.重要な会計方針
計算書類の作成は、順0法人会計基準 (2021年 7月 20日  2017年 12月 12日最終改訂 PO法人会計基準協議会):こよつています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
該当なし
(2)固定資産の減価償却の方法
該当なし
(3)引当金の計上基準
・退職給付引当金
該当なし
(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
施設の提供等の物的サービス (ボランティアによる薬務の提供)の受入は、活動計算書に計上しています。
また、計上額の算定方法は「3.施設の提供等の物的サービスの受入の内訳」に記載しています。
(5)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

2.事業別損益の状況

:

:双極性障害につい

Iての啓発教育事業

1事

業 (諄演会 )
科 目

双極性障害当事者に

対する相互扶助事業

(例会・集い)

双極性障害当事者

に対す る相互扶助

事業 (地方会支

援 )

月刊誌及び出版物

の発行事業 (月 刊

誌)

相談事業 (電話

相談) 事業部門計 管理部門 合計

140000

286637 286637

0

140000

0 14244

2345000

117000

0

2345000

403637

0

14000

14244
ｎ

Ｖ

ｎ

ｖ

ｎ

ｖ 140000 286637 426637 2476244 2902881

286637

０

０

０

０

７
り^ｒＯ

ｏ
０

，
“ 286637

＾
υ

∩

Ｖ

ｎ

Ｖ 286637 286637 286637

‐

１

２

３

４

５

.受取会費

.受取寄附金
・ 受取助成金等
.事業収益
.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
〈1)人件費
給料手当
退職金 (解雇手当)

退職給付費用

法定福利厚生費
ポランティア評価費用

人件費計
(2)その他経費
会場費
地代家賃
光熱水費
通信運搬費
旅費交通費
事業経費
事務用品費
消耗品費
会議費
備品費
補助金

諸会費
支払手数料
福利厚生費
修繕費
交通費
その他経費計

95 128423

10256

251055

150059

11986

104370

33460

17500

288000

23002

355425

57810

196039

0

0

0

0

0

0

3520

0

0

0

927496

432000

34505

352276

131528

192466

7000

15727

3700

720000

57507

707701

57810

327567

0

192466

0

0

0

7000

19247

0

0

0

2092998

124739

2640 220ハ
υ０́

６

38328 0 54460 517113 317595 1165502



経常費用計

当期経常増減額

3.施設の提供等の物的サービスの受入の内訳

4。 使途等が制約された寄附金等の内訳

該当なし

5.固定資産の増減内訳
該当なし

6.借入金の増減内訳
該当なし

7.役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

*事務所家賃 (令和4年4月 から令和5年 3月 )

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な

事項

事業費と管理費の按分方法

該当なし

その他の事業に係る資産の状況

該当なし

只
）

38328 ｎ

Ｖ 544601    517113 604232 12141331    1165502 2379635

△ 38328 ｎ

Ｖ △ 544601  △ 377113 △ 317595 △ 7874961    1310742 523246

内容 金額 算定方泄

相談事業電話相談員4

名 (271時間)

286637 準価は東京都の最置貿金によつて、算出しています。 (4
～ 9月 :時給 1041円  125時 間、 10～ 3月 :時給
1072円 146時 間 )

科 日

計算書類
に計上さ

れた金額

内、役員と
の取引

内、近親
者及び支
配法人と

720000 720000

720000720000

ｎ

ｖ

ｎ

Ｖ

ｎ

Ｖ
ｎ

Ｖ

(活動計算書)

地代家賃

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和4(2022)年度 財産目録
特定非営利活動法人日本双極性障害団体連合会

1単位 :円
令 距 ′lヽ 計 合   計

現金預金
手元現金
振替口座
通常貯金
普通預金
普通預金

ゆうちょ銀行 (振替口座
ゆうちょ銀行 (総合口座
みずほ銀行
三菱UFJ銀行

金

敷金

83,359
12,250,575
1,838,661
3,210,143
1,039,523
4,100
40,000

18.466.361

0

0

0

【A】 資 産 合 計 ①+②

未払金
事務職員賃金

前受会費

長期借入金
引当金

0

0

0

00048,

48.000

0

0
Ａ
Ｕ

【B… 1】 負 債 合 計 ③+④ 48,000

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 一 【8-1】 18,418,361

日



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

2022年度年間役員名簿 J泄驚雅虐ぢF:獅鞣輩[!ξぶ,ξ病鵬孵g選苗麗!想
所並

特定非営利活動法人 旦杢辺堕:愛:里!堕旦1杢連食金___

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)

氏   名

1

スズキエイジ 2022■
「

2023年

4月   1日

3月  31日

年  月  日

年 月 日鈴木映

2
監事
ツジマツオ 2022年

2023年

4月   1日

3月  31日

年 月

月

日

日年辻松雄

3
監事
サ トウタク 2022年  4月  1日

2023年  3月  31日

年  月  日

年  月  日佐藤拓

4
監事
クボタノブコ 2022年

2023年

4月   1日

3月  31日

年 月

月

日

日年窪田信子

5
監事
タカハシキヨミ 2022■ |ニ

2023年

4月   1日

3月  31日

年  月  日

年  月  日高橋清美

6
7-? ) a-l )t 2022年

2023年

4月   1日

3月  31日

年  月 日

日年 月天野裕

7

クボタシュンイチ 2022年

2023年

4月   1日

3月  31日

年  月  日

年  月  日久保田俊一

8 理事 。監事
年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

9 理事・監事
年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

10 理事 。監事
年

年

月

月

日

日

年  月  日

年  月  日

/´
｀
＼

∪

監事

/´｀ヽ

理事
し

/´｀ヽ

理事|(ヲ



書式第 4号 (法第 10条 。第28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人 日杢丞興 団埜連合会

氏   名

1 渡邊 長寿

2 上薮  健

3 根岸 昭子

4 高木 理佳

松尾 篤

6 岡本 太郎

7 田中 ―司

8 内田 真吾

9 鈴木 淳広

10 香田 和宏

11 高橋 詩織

12 梅津 浩史

5



13 小松 剛弘

14 林 侑太郎

15 鍛治 孝成

16 小川 繁俊

17 亀沖 昌睦

18 小野 満代

19 辻 香奈子

20 車野 京子

21 加藤 孝

22 鈴木 芳光

23 浅野 伸子

24 野崎 喬生

沙 憲二

26 原田 宗雄

25

|


